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産学官連携・知財活動を振り返って
ー独断と偏見に基づいてー
地域共同研究センター
知的財産創生推進本部
廣末英晴
２００８年３月１１日 熊本大学
話の順序
過去
国立研
現在
熊本大学
これ
から
三十数年
八年弱
？
通商産業省工業技術院
九州工業技術研究所
• ２０歳代
• 研究
• 化学工学：熱・物質・運
動量移動現象、粉体プ
ロセス→博士論文
• 特許
• ｼﾗｽﾊﾞﾙｰﾝ･ﾊﾟｰﾗｲﾄ
→共同研究
→事業化失敗
→成功・対価
→工技院長賞
• ３０歳代
• 研究
• コーティング法・噴霧造
粒法による機能性粒子
の製造プロセスと解析
→博士論文（二人）
• 微粒子の凝集・分散＆
スラリーの流動特性
• International Symp.
制 度 名：重要地域技術研究開発制度
テーマ名 ：低品位窯業原料（天草陶石）の有効
利用技術 （昭和５７～６２）
共同研究機関：
４公設試験研究機関：佐賀県、熊本県、長崎県、
鹿児島県
２協同組合：大有田焼振興協同組合、天草陶石
鉱業協同組合
６民間企業：（株）幸袋工作所、（株）安川電機製作所、
日本ガイシ（株）、東陶機器（株）、
（株）INAX、光洋電器工業（株）
「若手（一人）：博士論文」
４０歳代
◎通産省 工業技術院
九州工業技術研究所
首席研究官
研究企画官
化学部
機械金属部
資源開発部
材料開発部
２課
２課
２課
所 長 資源化学課
プロセス工学課
◎通産省 九州経済産業局
技術政策企画官兼務
ナショプロ・制度名：サンシャイン計画
石炭液化プロジェクト
• 産：新日鐵、三井石炭液化、千代田化工他
• 学：北大、東大、九大
• 官：北工研、資環研、九工研
◇成果の実証
• オーストラリア： ５０屯／日のプラント（褐
炭）
• 日本：５０ｏｒ１００（？）屯／日のプラント（瀝
青炭）
５０歳代
制 度 名：サンシャイン計画
テーマ名１：石炭のソルボリシス液化技術の開発
研究期間：昭和５０年度－昭和５８年度
共同研究機関：三菱重工業（株），九州大学
テーマ名２： NEDOL 亜瀝青炭液化プロセスにおける
液化初期工程の研究
研究期間：昭和５９年度－平成５年度
共同研究機関：三菱化成，新日鉄，三井石炭液化，
神戸製鋼
[主研（一人）：博士論文]
技術的拠りどころ
コーディネート機能
技術情報発信機能人材育成機能
研究開発機能
地域産業の技術高度化
試験分析機能
開かれた試験研究機関
技術指導・相談機能
技術指導援助体制の推進
鹿児島県工業技術センター
◎通産省 工業技術院
九州工業技術研究所
首席研究官
研究企画官
材料化学部
材料基礎工学部
ファイン素材部
無機複合材料部
２課
２課
２課
所 長 資源化学課
プロセス工学課
◎通産省 九州経済産業局
技術政策企画官兼務
教官（教授）の公募について
平成12年2月10日
職務内容 ① 教授1名（産学連携・リエゾン担当）
・学内研究情報の把握や技術シーズの広報
・企業ニーズの調査
・共同研究のコーディネート
② 教授1名（技術移転推進担当）
・特許等知的財産の創出
・特許等知的財産の管理・運用や広報
・技術移転並びに起業化支援
①博士の学位を有し。資格及び
希望事項 ②年齢は概ね50歳代。
③新素材・材料関連及び生命科学・生物工学関連の
応用領域の方。
④当該教授は産学官連携の職務経験者や特許流通
関係の経験者。
５７歳～
Conflicting Values  - Common Interest
Knowledge for 
knowledge’s sake
UNIVERSITY INDUSTRY Management of 
knowledge for profit
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Research
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Technologies
Confidentiality
Limited Public Disclosure
Louis P. Berneman, 1999,  President, AUTM
産学官連携
担当省又は機関 施策名 研究課題名 期間（年度）
経済産業省 地域新生コンソーシアム研究
開発事業（中小企業枠）
コロイダル・セルロースによ
る環境・人体調和スキンケア
材の開発
Ｈ１４，１５
経済産業省 新規産業創造技術開発費補助
金
タイヤリサイクル材による省
エネ用エコロジカル舗装材の
開発
Ｈ１５，１６
（財）九州産業技術セン
ター
産学連携戦略・次世代産業創
出事業
微細加工物洗浄のためのセル
ロース誘導ナノ粒子製造プロ
セスの開発
Ｈ１６，１７
経済産業省 地域新生コンソーシアム研究
開発事業（省エネ枠）
革新的高強度マグネシウム合
金製造技術の開発
「熊本県地域結集型研究開発
プログラム」（ＪＳＴ）へ発
展
Ｈ１６，１７
Ｈ１８～（５
年間）
ＮＥＤＯ 産業技術研究助成事業 実写映像誘導による次世代
カーナビゲーションシステム
の開発
Ｈ１８．１～
Ｈ２０．１２
経済産業省 地域新生コンソーシアム研究
開発事業（他府省連携枠）
精密機械表面から人体の洗浄
に適する微粒子洗浄材の開発
Ｈ１８，１９
経済産業省 地域新産業創造技術開発費補
助事業
革新的研磨手法を用いた超精
密ダイヤモンド工具製造技術
の開発
Ｈ１９、２０
産学連携プロジェクト事例
産学官の連携
国際特許流通セミナー
企業と知財戦略－三菱商事のケーススタディ２００４．１．２６
取締役社長 佐々木 幹夫
基礎研究 応用研究 実用化
デスバレー（死の谷）デスバレー（死の谷）
イノベーション創出総合戦略
１． イノベーションの源の
潤沢化
２． イノベーションを種から実へ 育て上げる仕組みの強化 ３． イノベーションを結実
させる政策の強化
イノベーション創出の加速
４．イノベーション創出に向けた制度改革の推進
５．イノベーションを支える人材の強化
イノベーション創出総合戦略の概要
5月23日総合科学技術会議において有識者議員より提議
大学等
ベンチャー
産業界
基礎研究
応用・実用化
研究開発
製品開発
市場投入
普 及
新たな需要の創出官民を上げて取り組むイノベーション創出総合戦略の策定が喫緊の課題
基礎研究へ
の立ち返り
新たなニーズ
への対応
【日本発のイノベーションの例】
・光触媒（１９６７年 藤嶋東京大学名誉教授）
→雨によるセルフ・クリーニング（自己洗浄）、自動車のドアミラ
の曇り防止[市場規模（２０１０年予測）：２，０００億円以上]
第２回産学官連携功労者表彰内閣総理大臣賞受賞
・電気を通すプラスチック（１９６７年 白川筑波大学名誉教授
２０００年ノーベル賞受賞）
→携帯電話の電池、券売機やATMのタッチパネル、デジタル
カメラ等の小型化など大規模な市場に発展
・キラル（光学異性体）合成法（１９７６年 野依名古屋大学特
任教授 ２００１年ノーベル賞受賞）
→医薬品の効率的な製造（パーキンソン病治療薬等）、新しい
香料の製造（メントール等）などに実用化
・垂直磁気記録方式（１９７５年 岩崎東北大学名誉教授、中村
東北大学教授、山口東北大学講師）
→高性能で携帯可能な画像・音楽機器の開発など[ハード
デイスク全体の市場規模（２０１０年予測）：３．３～６兆円
第３回産学官連携功労者表彰経済産業大臣賞受賞
シーズとニーズの出会い
・研究会の形成：２０００年１月、「セルロース
研究会 熊本」発足
・研究シーズ：熊本大学工学部伊原研究室・
熊本県工業技術センター材料開発部を中
心とする「セルロース及び多糖類の微粒子
化技術」
・企業ニーズ：リバテープ製薬（株）による「新
規性のある化粧品（今回の場合はスキン
ケア材）」を開発し、製品化するという方
針」
製品化へ向けての企業努力
製品化へ向けて、
１．最終的な製品（化粧品）としての組成決
定
２．生産工程の確立
３．安全性・安定性の確認
を行い、本格販売を目指した。
製品化
• Ｓｔｅｐ １：オイルクレンジングジェル：化粧落とし
• Ｓｔｅｐ ２：ウォッシングフォーム：洗顔料（洗う）
• Ｓｔｅｐ ３：パウダーローション：化粧水（うるおう）
• Ｓｔｅｐ ４：モイスチャークリーム：クリーム（まも
る）
• Ｓｔｅｐ ５：ＵＶプロテクトミルク：日焼け止め乳液
（防ぐ）
受賞対象製品：Ｓｔｅｐ ２，３，４
「第１８回中小企業優秀新技術・新製品賞の優良賞を受賞し、同時に
産学官連携特別賞も受賞した」
まとめ
学官の研究シーズから事業化（製品化）へ至っ
た成功要因としては、下記のことが考えられる。
１．研究会を通してのシーズとニーズの出会い、展
開
２．地域新生コンソーシアムへの提案、採択
３．産学官連携による開発研究の成功
４．企業の開発方針に基づく企業努力・執念並びに
学官との共同研究体制の維持
５．次への展開を目指す開発意欲
「研究開発型ベンチャー起業論」の講義
の概要
• 研究開発と展開 （４回：廣末）
• ベンチャー企業のための知的財産法
（４回：影山客員教授）
• ビジネスプランの作成から起業化まで
（４回：廣末）
・特別講義（１回：起業家）
事業展開の仕方と「人・もの・金」
アイデアを練る
ビジネスコンセプト
事業展開の仕方
損益計画の作成 資金計画の作成
会社の価値
投資利回り
ビジネスプラン
予想貸借対照表 キャッシュフロー
（人・もの・かね）
裏表
（商品・市場・システム）
（市場環境等の調査・検討）
現実との乖離・リスク管理
２．シリコンバレーの概要
• 米国西海岸、カリフォルニア州、サ
ンフランシスコ南部
３,８００平方ｋｍに上場企業４５０
社が存在
• ドン・ホフラーの命名
（１９７１年、Microelectronics
News）
• ﾘｰランド・スタンフォード・ジュニア
大学(１８９１年設立）
当時は果樹園が広がる田園地帯
• 現在では世界最大のハイテク地
域（ITバイオ）
シリコンバレーの日本人起業家たち：滝田著：ＫＫベストセラーズ
ベンチャー育成論入門第３章：野田著：大学教育出版
シリコンバレー訪問
Ｈ１７．３
• シリコンバレーの歴史
・スタンフォード大学：セントラル・パシフィック鉄道
王リーランド（＆ジェーン）・スタンフォード創設、１
８９１年
・フレデリック・ターマン教授（１９８２年没、享年８２
才）
経歴：スタンフォード大学電気工学科卒、ＭＩＴで
博士号取得、２５才でスタンフォード大学教授
オーバル
メモリアル・チャーチ
フーバータワー（８７ｍ）
日本人起業家（技術系３人、営業系２人）
• 経歴
・技術畑
①日本メディカル（画像診断用プロセッサーの開発）１０年、
インテル（システムの主要部品であるチップの開発）１０
年、ベンチャー企業（人工視覚の研究開発）２年、その後
起業化（新しいチップの構想）
②新日鐵 ５５才定年まで勤務（‘９０）（計測・エレクトロニク
ス研究開発）
‘９１：アイデザイン・テクノロジー（新日鐵の１００％小会社）。
‘９４年末閉鎖。’９５年「ジェイペックス」スタート。‘９６年８月
「スプルース・テクノロジー」設立。
「シリコンバレーの日本人起業家たち」－ハイテクベンチャーにかける夢と挑戦の記録ー
ＫＫベストセラーズ、滝田誠一郎著
③東芝１０数年勤務、２年近くベンチャービジネス、
ビジネスプランを勉強、３８才で起業化（パソコン
に接続してソフトで画像を制御するデジタルカメ
ラ、主に医学研究者用）
・営業畑
①東洋紡 ー アメリカ勤務。ビジネスを通して日米双方に
人脈構築。
起業化の動機：試薬の８割は米国の試薬。
経営方針：「堅実経営」、「安定成長」「こういう需要があるん
だから、だったらこういう製品を作ったらいいんじゃない
の」と言うことでスタート。
②‘７８年日本の大学入学、’７９年台湾の大学へ留学、‘８
０年米国カリフォルニア大学（サンタバーバラ留学）。
‘９４年末頃リコーの社員としてシリコンバレーに駐在し、
ベンチャー企業などを相手に半導体のセールスを行って
いた。 ー ＣＤ－ＲＯＭ関連の技術開発会社、シグマッ
クス設立、’９６年１１月売却。
起業化の狙い
• 技術畑
・企業での研究開発を通して積み上げてきた技術開発力
（世界一）で商品化（マーケット創造型、例えば細胞組織
観察用顕微鏡カメラ等）
• 営業畑
・現実に需要がある分野（マーケットがある分野）、これから
伸びが期待される分野
• 両者共通
・そのマーケットで有望視されている新たな技術
ＷＧとしての知財活動の推進 [感謝！]
• Ｈ１６、１７：「大学知的
財産戦略研修会」の
企画
• Ｈ１８、１９：「知的財産
の創出から出願・管
理・活用のフロー」（国
内版、海外版）
• Ｈ１８：新生熊本ＴＬＯ
の素案作成、提案
• Ｈ１８：熊大韓国フォー
ラム「パネル展示、企
業講演会等」企画、実
行
• Ｈ１９，２０：「共同研究
契約書・受託研究契
約書和文、英文雛形」
（修正案作成、提案）
ここから知財活動
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※記号の説明
※添字
j:日本
k:韓国
R:研究紹介
U:大学等紹介
C:企業等紹介
韓国フォーラム
企業パネル出展・企業講演・広告掲載申込一覧 平成18年9月
企業パネル出展 企業講演 広告
株式会社クラレ 株式会社クラレ
株式会社九州ノゲデン 株式会社九州ノゲデン
九州電力株式会社 九州電力株式会社
財団法人化学及血清療法研究所 ２件 ○ 財団法人化学及血清療法研究所
触媒化成工業株式会社 ○ 触媒化成工業株式会社
つちやゴム株式会社 つちやゴム株式会社
富士電機システムズ株式会社 富士電機システムズ株式会社
リバテープ製薬株式会社 ○ リバテープ製薬株式会社
株式会社トランスジェニック ○
九州不二サッシ株式会社 ○
財団法人くまもとテクノ産業財団
佐世保工業高等専門学校
オムロンソフトウェア株式会社
○
東京エレクトロン九州株式会社
熊本県 4件
エヌ・イー・ティー株式会社
株式会社熊防メタル
高橋酒造株式会社
西日本長瀬株式会社
ニプロ株式会社
日本電子株式会社
有限会社坂本石灰工業所
14団体 18ブース 6社 15社
13：30－13：50 開会の辞＆挨拶
13：50－14：20 招待講演
14：20－14：35 企業講演１ オムロンソフトウェア株式会社
14：35－14：50 企業講演２ System Centroid Inc.
14：50－15：05 企業講演３ 株式会社トランスジェニック
15：05－15：20 企業講演４ Insect Biotech Co.，Ltd.
15：20－15：35 企業講演５ 財団法人化学及血清療法研究所
15：55－16：10 企業講演６ HANSAENG Cosmetics CO.，Ltd.
16：10－16：25 企業講演７ 触媒化成工業株式会社
16：25－16：40 企業講演８ CANATech.Co.，Ltd.
16：40－16：55 企業講演９ リバテープ製薬株式会社
16：55－17：10 企業講演１０ NAS Co，Ltd
17：10－17：25 企業講演１１ 九州不二サッシ株式会社
大田ー熊本国際産学シンポジウム２００６
（中国科学院過程工程研究所前にて）
左から：李所長、廣末教授、陳副所長
（清華大学（Tsinghua University）正門前）
（清華大学技術移転部門の方々と）
左から：梅 R&D Management Office主任、呂 UICC海外部副部長、譚 UICC副事務局長、
廣末教授、佐々木、陳 工程研究所副所長
語録
• Institute of Process Engineering, Chinese 
Academy of Science:プロセス工学研究所
• 科学院研究所の評価：
①高度な基礎研究を行い、学術論文を多数発表しているか。
例）物理研究所 （研究費の８０％が国費）
②技術移転、産学官連携を多数行っているか。例）プロセス
研究所 （研究費の中、国費５５％、企業等外部４５％）
・４０％以上外部から研究資金を獲得しないと、所長は首を
切られる。
• 清華大学：教授；３，７７５名、院生；６，９２７名。
①企業との連携
・研究成果を明確に求められる。失敗したら研究費
は返還。
・企業から契約不履行で訴えられる場合もある。ひ
どい場合は、大学が賠償。
・契約の素案は研究者が作成。
・弁護士のチェックを受けたのち契約を結ぶ。
◇事務局には法務部門があり、専属の弁護士・弁
理士がいる。契約のチェック、訴訟、特許出願等
を担当。
・大学の最終責任者として、学長名で契約を締結。
「環黄海知的財産シンポジウム」
２００７年第７回環黄海経済・技術交流会議（熊本会合）
• 開催日時：２００７年１１月２６日
• 開催趣旨：中国・韓国を始め、地域企業が
国際化展開を図る上での、知的財産に関
する留意事項や課題、その解決方策等に
ついてパネルディスカッションを実施し、企
業の知財マインドを高め、中国・韓国を始
め、事業の国際展開を支援することを目的
に本事業を実施します。
３カ国の知的財産の出願状況
• 商標権、意匠権、実
用新案権の出願状
況：３カ国は世界のベ
スト４以内[ ＷＩＰＯ（世
界知的所有権機構）２
００２年]
• 引用先：「変貌する中国知財現場」
より
• 特許権：ＰＣＴ出願の
順位。２００５年（ＷＩＰ
Ｏ統計）：日本（２）、韓
国（７）、中国（１０）、
• 引用先：文科省平成１８年度「２１
世紀型産学官連携手法の構築に
係るモデルプログラム事業」ｐ．３３
より
• ２００７年（熊日より）
韓国４位（前年５位）、中国７位（前
年８位）
そもそも知的財産権とは、どういう権利化？
• 法律及び経済学的には、
国家が保護し、権利者の
利益を保証する財産
• しかし、社会学的には、
自由な市場競争社会に
おいて、唯一、「競争相
手・追従者を武力によっ
て排除しても良い」と言う
特権。企業経営において
知財が持つ意味の９５％
は、この特権。
• 知財こそ、日本がアジ
ア諸国からの追従・模
倣を合法的に許さな
い唯一の武器である
九州知的財産活用フォーラム２００７
「知的財産活用戦略セミナー」、Ｈ１９．
１０．２５，日高賢治氏
権利取得には自己責任が大原則の知財制度
• 自然発生する著作権以
外、権利取得には厳しい
自己責任原則が課せら
れる
• 相手との戦い＝実戦で使
えないものは、武器とは
ならない。
• 実戦では、相手からの
「捨て身の総攻撃」に耐え
うる武器でなければなら
ない
• 各国の審査官が、審査の
過程で「完璧な武器」に仕
上げて権利化してくれて
いる、というのは最大の
誤算
• 権利化においては、出願
人自ら「実戦」を想定して
厳格に対処することが必
要
本田技研工業株式会社
知的財産部長久慈直登
国際特許流通セミナー２００７
外国出願をする理由
１．製品の優位性の確保ができる
相手は調査をして、自分の有効な特許は障害回避をするか、またはﾗｲｾﾝｽの
申し入れをしてくるであろうという想定で出願する。
外国出願の古典的理由でもあり、知財は尊重されていると信じて行う。
しかし、自分の権利をフォローしない者の知財が尊重されることは少ない。
２．模倣品排除のツールにする
模倣は意図的な侵害だが、市場でそれを発見し、摘発、訴訟を行う。
例えば、自社がビジネスを行っていない国でも模倣品が進出する可能性のある国を
予測し出願する、市場で摘発しやすい内容の技術を優先して出願する、さらにベース
になる日本出願にフィードバックをかける、など。
３．海外現地法人のビジネスの同一性保持
海外の現地法人を守る１．２の機能と同時に、企業グループの技術、製品、ブランド
の同一性保持のための重要な機能である。また知的財産権が技術料の根拠になっ
ている。
一つの発明を日米欧三極に出願し、２０年維持すると約１０００万円の費用がかかる。
フォローすれば非常に役に立つが、しなければ無駄な金になる。ビジネスに役立たな
ければ出願する必要はない。
支
援
熊本大学イノベーション推進機構
KICO運営委員会
知的財産部門
・知的財産戦略の企画及び推進
・特許出願・管理
・発明相談
・利益相反
・規則制定
・実施補償等渉外活動
・知的財産審査
・人材育成（知財スペシャリスト養成）
産学官地域連携部門
・国内産学官連携の戦略と推進
・官公庁対応
・地域産業対応
・技術相談室
・高度技術研修
・共同研究の推進
・大学発ベンチャー支援
（インキュベーション施設を活用）
・ベンチャー企業支援
・人材育成(VBLを活用）
機構長（副学長）
新生熊本ＴＬＯ
・産学連携活動
・技術移転活動
契約 委嘱
財団法人くまもと
テクノ産業財団
派遣
Kumamoto Innovative Collaboration Organization (KICO)
副機構長（各部門長）３名
海外KICO
連携拠点
援支
支
援
グローバル化事業部門
・海外産学官連携の戦略と推進
・先端研究プロジェクト推進
・産学官海外連携推進
・海外企業等との連携
・人材育成(VBLを活用）
知財審査専門委員会
社会連携課 研究推進体（部局・研究センター・プロジェクト）
協
働
これから
An article by Jon Sandelin
Senior Associate Emeritus at the Stanford University Office of Technology Licensing
• For the period 1969-1980, total cumulative royalty 
income for the period was $4 million.
• For the period 1981-1990, the cumulative royalty 
income was $40 million.
• For the period 1991-2000, total royalty income 
was $400 million.
• However the important point is that a great 
majority of the $400 million can be traced to 
inventions disclosed in the 1970s.
本日のお話し
• 国研、公設研を振り返って
• 産学官連携の取り組み
• 起業家像
• 知財活動のレビューと気づき
• 熊大の産学官連携活動への期待
これまで一緒に仕事をしていた
だいた皆様へ感謝致します
ありがとうございました
